
株式会社エヌ・シィ・ティ様情報
サービス
「放送事故に
つながる

予兆の即時通知」 事業内容：
ケーブルテレビ・インターネット・電話サービス

導入前の課題：見落としが招いた、重大な放送事故
● 1. 大量のアラートに埋もれる「本当に重要な通知」

1989年の開局以来、新潟県中越・県央地域を中心とした16自治体をサービスエリ
アとし、ケーブルテレビ・インターネット・電話サービスを提供してこられた株
式会社エヌ・シィ・ティ（NCT）様。全国のケーブルテレビと比べても非常に広
いエリアをカバーし、長岡・柏崎・片貝の「越後三大花火」の生中継や夏の高校
野球など、地域に密着した生中継番組に力を入れておられます。

お客様の個人情報を扱う事業者として、放送設備を含めたセキュリティにも早く
から注力されてきた同社。2025年9月に発生した放送事故をきっかけに、再発防止
策の一つとして「急コール」の導入に踏み切られました。導入の背景や活用方法、
そして効果について、放送設備や機器の管理・運用を担う放送技術チームのチー
フリーダー・川上様、山口様に伺いました。

深夜帯や休日などにアラートメールへの気づきが遅れ、放送障害への対応が遅れる
お客様が感じていらっしゃった課題・要望

深夜・休日のアラート見落としを、どう防ぐ？
急コールによる「放送事故につながる予兆の即時通知」で、止められない地域放送を守る

NCT様では、放送設備の死活監視に監視ソフト「Zabbix（ザビックス）」を導入し、放送障害や緊急の不具合が発生した際に、担当者へ
アラートメールが届く仕組みを運用していました。

しかし、機器の電源断・映像の不具合・無音など、トラブルが複合的に発生すると、重要度の高いものから低いものまで大量のアラート
メールが一斉に発報されます。その中から本当に対応が必要な「致命的な通知」を見分けることは容易ではなく、特に深夜帯や作業中に
は、重要なアラートを見落としてしまうことが稀にありました。

● 2. 少人数・夜間休日という構造的なリスク
ケーブルテレビ局は、24時間365日にわたって専属の放送監視要員を配置できる大手放送事業者とは事情が異なり、限られた人員で放送
を支えています。NCT様でもアラート対応の人員は5～6名程度いるものの、休日・深夜帯などにリモートで障害対応できる担当者は限ら
れていました。平日の日中は放送中の全チャンネルについて映像・音声が正常かを担当者が確認していましたが、土日祝日・深夜帯など
はそのチェックが手薄になりがちだったといいます。

● 3. 2025年9月、重大な放送事故の発生
こうした要因が重なって発生したのが、2025年9月の放送事故でした。きっかけは悪天候です。
新潟県は台風の直撃が少ない地域ですが、当日は大雨に見舞われていました。

NCT様は衛星放送を受信し、コミュニティチャンネルとして利用者へ再配信しています。悪天
候で衛星からの映像が大きく乱れた際、受信機の先で映像を放送用規格（SDI）へ変換するアダ
プターがフリーズ。天候が回復して衛星放送が正常に戻った後も、このアダプターのフリーズ
が解消されず、映像のフリーズが2時間以上続いてしまいました。折しも土日の深夜帯。大量の
アラートメールが発報されるなか、当時リモートで対応できる担当者が1名のみという、悪条件
が重複することで、肝心のアラートへの気づきが遅れてしまったのです。

放送法では、一定規模以上の放送の停止・障害が発生した場合、総務省への報告が義務づけられています。今回はこれに該当する重大な
事故となり、総務省（信越総合通信局）へ事故報告書を提出。原因を究明するなかで、機器の不良に加え、アラートメールの見落としと
いう課題が浮き彫りになり、総務省からは再発防止策が求められました。
川上様は当時を「恥ずかしながら、アラートメールの見落としを一因とする放送事故を起こしてしまった」と振り返ります。再発防止に
向け、（1）不良を起こした機器の交換、（2）土日祝日を含めたチェック体制の見直し、（3）アラートメールの見落としを防ぐ仕組みの
導入という3つの対策の検討を開始。「メールの見落としには何らかの改善策が必要」という指摘を受け、行き着いたのが、条件に合致し
たメールを自動で電話通知するサービス「急コール」でした。



導入の決め手

急コールの導入を検討するにあたり、NCT様は同種の3サービスを比較検討しました。当初は費用面から別のサービスの導入を社内に申
請しましたが、ここで課題となったのが、同社の厳格なクラウドサービス選定基準でした。

お客様の個人情報を扱うNCT様では、セキュリティを重視し、社内のシステム委員会がクラウドサービスの導入可否を審査しています。
当初検討していたサービスはこの基準を満たしておらず、「多少費用がかかっても、選定基準に適合したサービスを導入するように」と
社内のセキュリティ部門から指導が入りました。
改めて急コールに問い合わせ、選定基準との適合性を確認したところ、すべての項目をクリア。これが決め手となり、導入が決定しまし
た。主な選定基準は次のとおりです。

・ISMS （情報セキュリティマネジメントシステム）やPマーク（プライバシーマーク）などの、第三者認証を取得していること
・十分な稼働・導入実績があること
・データを海外サーバーに置かず、国内サーバーで保管・バックアップしていること

「費用だけでなく、しっかりとした導入実績と、セキュリティ基準を満たしているかどうかが導入の決め手になった」と川上様。放送と
通信という重要インフラを担う事業者ならではの視点が、サービス選定に反映された形です。

● 2.「事故の一歩手前」を防いだ、具体的なエピソード

● 3. 対応状況が「見える」、SMS 併用の安心感
導入して初めて気づいたメリットもありました。急コールは電話だけでなくSMS でも通知できるため、他の担当者がアラートにどう対応
したかをSMS で確認できる点が便利だといいます。

「電話は一定時間鳴り続けるので、マナーモードでも気づきやすい。後から履歴を見れば、誰が対応したかも分かります。SMS は件名で
何が起きたかが一目で分かり、携帯でも見やすい」（川上様）

電話で確実に気づき、SMS で状況を共有・確認する――この使い分けが、少人数運用ならではの安心感につながっています。

● セキュリティ選定基準への適合

導入後の効果・実績
●  1. 「見落としゼロ」を実現する、順次架電の仕組み

現在NCT様では、放送の停波や黒味・無音検知など、放送事故につながる恐れのあるアラートメールの見落とし防止に急コールを活用し
ています。
仕組みはこうです。映像が黒くなる・フリーズする・無音になるといった異常を検知機器がとらえると、Zabbixへ向けて信号（トラッ
プ）が発報されます。Zabbixは、その内容に応じて「黒味」「フリーズ」「無音」といったキーワードを件名に含むメールを発行。急
コールがこれらのキーワードをトリガーとして、登録された担当者へ自動で電話をかけます。

急コールは、登録した担当者へ順番に架電し、1人が出られなくても次の担当者へ。全員が出られなかった場合は最初の担当者へかけ直し、
誰かが対応するまで架電を続けます。あわせてリモートで対応できる人数も増やしたことで、「誰か一人が見落としても、必ず誰かが気
づく」「最短で誰かが対応し、その結果も確認できる」体制が整いました。

その結果、「サービス導入後は、重大事故は発生しておらず、組織としてアラートメールの見逃しを100％防げています」と川上様。深
夜帯に頻繁にメールを確認する必要もなくなり、障害発生時にはアラートへ即時対応できるようになりました。

急コールが特に役立った場面として、川上様は生中継時のエピソードを挙げます。NCT様の設備には、静止画像が一定時間続くと放送障
害とみなし、自動的に緊急映像へ切り替える「チェンジオーバー」機能があります。あるとき、生中継中に静止画像の表示が長く続いた
ため、この機能が放送障害発生と誤検知し、緊急映像へ自動切替する一歩手前まで進みました。しかし急コールを導入していたため、担
当者がアラートメールにすぐ気づくことができ、誤検知による不要な自動切替を回避できたのです。

実際、アラートメールの発報自体は1日に1～2件程度、急コールからの架電は月に数回ほど。その多くは実際の放送事故ではなく「事故
の一歩手前」の段階での通知であり、トラブルを未然に防ぐことに役立っているといいます。

● 4. 総務省の立会検査でも、好意的な反応と高評価
導入後、再発防止策が実施されているかを確認する総務省の立会検査の場でも、稼働中の急コールに対して好意的な反応と高評価が得ら
れたといいます。実際の障害対応がどのように行われるのかを「見える化」できることは、監督官庁への説明という観点でも価値があっ
たようです。
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